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1．はじめに 

 近年、これまで土砂災害警戒区域の指定を想定して

いなかった箇所においても土砂災害が全国的に発生

している。これを背景として、国は令和 2年 8 月に「土

砂災害防止対策基本指針」の改定を実施した 1）。以降、

全国で高精度な地形図を用いて新規箇所の抽出が実

施されている。土砂災害警戒区域の新規指定は、区域

にかかる土地の関係者との慎重な合意形成が求めら

れ、明確な設定根拠が必要となる。 

本研究では、土石流を対象とした土砂災害警戒区域

設定における基準地点決定の精度向上を目的として、

一次元河床変動計算を実施した。具体的には、土砂堆

積の開始が想定される基準地点の判定に際し、判断材

料の一つとして数値解析によるシミュレーション結

果を用いた。さらに、現地調査により確認された基準

地点と解析結果との比較を行い、本手法の適用性およ

び妥当性について検討した。 

 

2．検討手法 

本検討では、岩手県が公表している新たな「土砂災

害が発生するおそれのある箇所」の盛岡市内に所在す

る土石流のうち 13 渓流を対象に計算を実施した。一

次元河床変動計算には、中川・高橋モデルの土石流数

値解析モデル 2）3）4）を使用した。入力ハイドログラフ

作成時には、岩手県雨量統計解析報告書(令和 7 年 4

月)5）に示されている確率降雨強度曲線図(盛岡)より

100 年超過確率の降雨強度を求め、角屋らの式 6）によ

り洪水到達時間(tp)を求めた(表 1)。これらを用いて

合理式により洪水到達時間内のピーク流量を求めて、

入力ハイドログラフを作成した。なお、表 1 に示す

Rcum は降雨継続時間内の累積雨量(mm)である。降雨は

0～300 分まで継続するものと仮定し、10 分毎の降雨

継続時間に対応した有効降雨強度と洪水到達時間を

求めた。本検討で計算を実施した 13 渓流のうち、渓

流 A では流域面積 0.035km²を計算条件に使用して入

力ハイドログラフを算出した(図 2)。計算区間の上流

端からは、入力ハイドログラフに基づき水のみを供給

した。計算に必要なパラメータ(表 2)は一般値を使用

した。 

 

3．計算結果 

 一次元河床変動計算を実施した渓流Aの計算結果を

以下に示す。図 3 および図 4 は、縦断方向における河

床変動の計算結果を示したものであり、図中の点線は

計算開始前の初期河床位を、実線は降雨による土砂移

動発生後の河床位を示している。渓流 Aでは、主流路

の最上流から 100m ほどの区間では土砂の侵食が発生

し、以降下流の区間では当初の河床位に対して土砂は

堆積傾向を示す結果となった。渓流内で土砂が侵食か

ら堆積傾向に転換する地点を、シミュレーションでの

基準地点候補箇所とした。 

表 1 入力ハイドログラフ算出条件 

 

表 2 一次元河床変動計算に用いたパラメータ一覧 

図 1 参照した確率降雨強度曲線図（盛岡） 
(岩手県雨量統計解析報告書令和 7年 4月版より) 

 

図 2 渓流 Aの入力ハイドログラフ 

 

図 3 渓流 Aの一次元河床変動計算の結果 

計算条件 算出式
流域係数…C C=290
流出係数…fp fp=0.7
流域⾯積(km²)…A A=渓流ごとに設定
100年ごとの超過確⽴降⾬強度(mm/hr)…Rt Rt=651.22 / (         + 0.382)
有効降⾬強度（mm/hr）…Re Re = fp
⾓屋らの式による洪⽔到達時間（min）…tp tp = C *  (      )
平均降⾬強度(mm/hr)…Ravg Ravg= fp *  Rcum/ tp
合理式による洪⽔到達時間内のピーク流量（㎥/s）…Q Q = (1 / 3.6) * Ravg * A

𝐴଴.ଶଶ

𝑡଴.ହହ

パラメータ 値 単位 
砂礫の密度 2.6 1,000kg/m3 
⽔の密度 1.2 1,000kg/m3 

堆積⼟砂の内部摩擦⾓ 35 ° 
堆積⼟砂の容積⼟砂濃度 0.6 - 

マニングの粗度係数 0.1 - 
侵⾷速度係数 0.0007 - 
堆積速度係数 0.05 - 

粒径 0.2(単⼀粒径) m 
河道幅 10.0(⼀律) m 
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図 4 渓流 A計算結果（基準点候補位置拡大） 

 

4．シミュレーション結果と現地状況の比較 

 シミュレーションで算出した基準地点候補地をも

とに、基準地点決定のための現地調査を実施した。流

域 A の基準地点候補地は流域の中腹にあたり、流域の

屈曲部に該当していた。地形を現地確認した結果、計

算を実施した主流路とは別に支渓が存在しており、基

準地点候補地より下流で主流路と合流していること

が確認された。この支渓を含めて考慮した区域設定を

するにあたり、シミュレーションで算出した基準点候

補地と比較した結果、渓流 A では基準地点候補地から

50m ほど下流に位置する主流路と支渓の合流点を基準

地点として採用した。 

 
図 5 基準地点候補と現地調査で決定した基準地点 

図 6 シミュレーションの基準地点候補の現地状況 

図 7 現地調査で決定した基準地点の現地状況 

 

5.検討結果 

計算を実施した 13 渓流の検討結果を以下に示す。

計算結果に堆積開始点が明瞭に表れたのは 13 渓流中

7 渓流で、計算結果と現地調査で確認した地形状況を

比較し、計 5 渓流で基準地点候補地の 100m 以内に基

準点を設定することとなった。残りの 6渓流では計算

結果で明確な侵食/堆積の兆候が表れなかったため、

現地確認のみで基準地点を設定した。 

 

表 3 計算結果と現地調査結果の比較 

 
 

6．まとめ 

 本検討では、土石流渓流の区域設定にあたり、現地

調査前に一次元河床変動計算による土砂の侵食・堆積

のシミュレーションを実施し、現地調査での基準地点

決定の際の検討材料の一つとして使用した。現地調査

前の机上検討により流域の特性を把握することが可

能であり、土砂災害が発生した際の堆積開始地点を把

握可能なことは基準地点を検討する際の材料として

有効であると考えられる。一方で、支渓合流点や横断

構造物・保全対象など、主流路以外の要素を考慮した

基準点設定を行う場合は実際に現地状況を確認する

必要があり、すべての条件において一次元河床変動計

算が適用可能ではないことは留意する必要があると

考える。現地状況を考慮した基準地点とシミュレーシ

ョン結果での基準地点の比較が行える点については、

計算結果の採用/不採用にかかわらず最終的に設定し

た基準点に対してより強い根拠を与えることが可能

であり、土石流の警戒区域告示時に関係住民への説明

材料が充実することは、合意形成を図る面で有効的で

あると考える。 
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渓流名 計算での
堆積傾向発⽣有無

現地確認後
基準地点決定根拠

候補地点からの
基準点位置

計算結果
との関係

A ○ ⽀渓合流点/⾕出⼝ 約50m下流地点 概ね整合
B ○ ⾕出⼝ 約150m下流地点
C × ⾕出⼝ -
D × ⾕出⼝ -
E × ⾕出⼝ -
F ○ 候補地上流保全対象より上流側の勾配変化点 約400m上流地点
G × ⽀渓合流点 -
H ○ 勾配変化点 約100m上流地点 概ね整合
I ○ ⽀渓合流点 約100m下流地点 概ね整合
J × ⽀渓合流点/⾕出⼝ -
K × ⾕出⼝ -
L ○ 狭窄部出⼝/勾配変化点 約100m上流地点 概ね整合
M ○ ⾕出⼝ 約50m下流地点 概ね整合

基準地点候補 

シミュレーション 
による基準地点候補 

現地調査で決定した 
基準地点 

主流路 

計算点 

想定流下方向 

レッドゾーン（現地調査後設定区域） 

流域界 

イエローゾーン（現地調査後設定区域） 

支渓 主流路 

流域界 

イエローゾーン（現地調査後設定区域） 

レッドゾーン（現地調査後設定区域） 

想定流下方向 

計算点 
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